
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　Ａ 　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２５年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

 (3) ラスパイレス指数の状況

（参考）人 件 費 率人 件 費住民基本台帳人口

（平成26年1月1日）

職員数

徳島市の給与・定員管理等について

24年度の人件費率

実 質 収 支

19.4% 20.2%

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ

2,995,791千円 5,848千円7,792,205千円25年度 2,076人

257,718人

給　 料

類似団体平均

25年度 92,351,696千円

区　　分

区　　分

17,994,708千円

　　　　　　Ａ

474,201千円

Ｂ／Ａ

歳 出 額

1,352,752千円

期末・勤勉手当

　　　　　　Ｂ

一人当たり

一人当たり給与費

6,365千円

給与費 B/A職員手当

12,140,748千円

105 0

110.0 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３ 平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合

　　　　の値です。

H23.4.1
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99.4 
H23.4.1

98.8 

H24.4.1
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100.3 
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98.8 
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100.6 
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100.1 
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98.5 

H26.4.1

101.0 H26.4.1

100.0 
H26.4.1

98.6 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

110.0 

徳島市 類似団体平均 全国市平均
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　　※ 平成２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続

　　　で上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　①　給料表の見直し

　　[　　実施　　　未実施　　］

　　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　　（給料表の改定時期）　平成２７年４月１日

　　（内容）一般行政職の給料表の水準について、平均２％引き下げました。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３

　　１日まで）の経過措置（現給保障）を実施します。

　　　他の給料表についても、一般行政職との均衡を踏まえて見直しを実施しました。

　② 地域手当の見直し

　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　　（支給割合）　国基準３％に対し、徳島市においても３％を支給します。

　　（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年度は１％とします。

　　（参考）

見直し後の支給平成２６年度の 平成２７年度の

　　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の

　見直し等に取り組むとされています。

　　本市のラスパイレス指数が高い要因となっている給料表の切替に伴う経過措置について、平成２６年度から段階的に

　減額した上で廃止することとしました。

　③ その他の見直し内容

　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。（平成２７年４月１日実施）

１ ％３ ％

支給割合割合 （H30. 4. 1）支給割合

０ ％　国基準による支給割合

　徳島市の支給割合 １ ％０ ％ ３ ％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円徳島県 54 4 78 382 090

363,251

381,931

365,243

419,619411,202

367,116

458,539

372,012

350,639 403,207

353,025

377,490

420,484

135

6

うち用務員

400 165368 869

352,041

うちその他 47.3 102

うち自動車運転手

403,611

438,886

371,593

431,598

公　務　員

平均給与月額
（国比較ベース）

47.6

平均給与月額
（Ａ）

職員数

327,201

374,690

408,472

360,419

335,000

355,649

区　　分

42.2

43.5

平均年齢 平均給料月額

47.8

47.4

徳島市

類似団体平均

―

徳島県

平均年齢

44.4

区　　分

うち清掃職員

平均給与月額

53.6

平均給料月額

歳

495

172

うち学校給食員

国

47.3

徳島市

80

377,340

平均給与月額

（国比較ベース）

330,524 355,251390,50342.2

346,634

歳 人 円 円 円

円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２３年～２５年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を含んでいます。）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度

 に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

54.3

―

199,300

うちその他

1.75

― ―

54.4

134

― ― ―

6,845,232

5,984,344

―

44.7

調理士 47.4

287,992

徳島県 54.4 78

328,555

Ａ／Ｂ
対応する民間
の類似職種

民　　　間

類似団体平均 48.2

Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

参　考

364,924

民間
（Ｄ）

382,090

公務員
（Ｃ）

― 326,611

――

261,800

6,079,380

1.52

―

2.09

2.12

2,859,500

3,939,100

1.78

―

1.74

2.212,747,000

―

用務員

うち清掃職員

自家用乗用
自動車運転者

平均年齢

徳島市

平均給与月額
（Ｂ）

区　　分

廃棄物処理業
従業員

―

288,100

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

209,200

400,165368,869

歳 3,119 人50.1国

386,197

―

3,506,200

1.89

7,441,268
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技能職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、地方公務員法第２４条第３項の規定に基づき、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を

　　考慮して定めることとされております。

　　　このことから、本市の給与制度は、人事委員会を設置し、県内の民間給与を反映している徳島県の給与制度に準ずることを基本

　　に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　本市の技能職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、次の見直しを行いました。

　　(1)　1級制の給料表から徳島県と同じ5級制の給料表に切替え（平成１９年１月実施）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入（平成１９年１月実施）

　　(3)　高齢層職員の昇給停止制度の導入（平成２５年１月実施）

　　(4)　給与構造改革における経過措置の廃止、これに伴う経過措置を規定（平成２６年４月実施）

　　(5)　給与制度の総合的見直しにより、技能職給料表の水準を平均２％引下げ（平成２７年４月実施）

　　(6)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ（各種手当の見直し等に応じ随時実施）

　　 ③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

433,343

432,550

44.8

平均給料月額平均年齢 平均給与月額

44.3

390,757 459,068

区　　分

類似団体平均

徳島市

徳島県 44.8

393,569

392,304

　　 ④幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　 

　　　　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

　　　　 もの）で算出しています。

平均給料月額

40.3

平均年齢

39.8 337,795 358,728

区　　分 平均給与月額

362,226類似団体平均

徳島市

317,861
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２６年４月１日現在）

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

主事・技師

20 1

13.4２　級

362,382

10.3

21.9212

215

主事・技師 100

大　学　卒 192,800高等学校教育職

幼稚園教育職 大　学　卒

大　学　卒

217,143

一般行政職

309,067

区　　　　　分 徳　島　市

大　学　卒一般行政職 172,200

―

経 験 年 数 １ ０ 年

―

141,900

178,800

徳　島　県 国

高　校　卒

高　校　卒

289 200

354,700

388,300

400 600

185,800

243,700

307,800

135,600

261,900

222,900

315,471

１　級

幼稚園教育職

313,768

130

―

172,200

137,200

379,109

425,438

199,700

395,964

22.2係長

195課長補佐

230,100

４　級

技能労務職

293,076

高　校　卒

大　学　卒

192,800

140,100

３　級

技能労務職

高等学校教育職

係長

高　校　卒

大　学　卒

129,200

区　　　　　分

137,200

266,548

335,805

388,921

365,633

中　学　卒 129,200

経 験 年 数 ２ ０ 年 経 験 年 数 ２ ５ 年

419,425

389,306

377,713

398,684 430,629

421,800

経 験 年 数 ３ ０ 年

144,500 140,100

133,100

１号給の
給料月額

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
高号給の

給料月額

５ 級 人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

（注）１　徳島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　　　昇給への勤務成績の反映については、地方公務員第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を

　　実施し、その結果を昇給に反映させています。

20.1 289,200 400,600195

７　級

６　級

８　級

456,200

478,200

366,200

413,00011

課長 320,600

1.1

422,600

25 2.6

課長補佐

副部長

81

部長

8.4

５　級
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　２３～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　　　地方公務員法第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を実施していますが、勤勉手当には

　　反映させておりません。今後は反映するよう検討していきます。

 (2) 退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額 千円 千円

52.44

1.45

2.60

0.65

36.570

5,156

43.70

徳島市

徳島県

2.60 1.35

1.45

52.44

国

1,444

2.601.35

―

徳島市

１人当たり平均支給額（平成２５年度）１人当たり平均支給額（平成２５年度）

30.82

52.44

1,577

52.44

21.62

52.44

1.35

21.62

30.82

52.44

国

0.650.65 1.45

27.025027.0250

23,613

43.70

36.570

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

（平成２６年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％東京都特別区

　　　支給率）により算出。）

229,716

支給率

0

支給実績（平成２５年度決算）

5,156

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

支給対象職員数支給対象地域

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与

　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当

18

国の制度（支給率）

　　　　　地域手当補正後ラスパイレス指数

　　　　　（ラスパイレス指数）

18

230

23,613

101.0

（101.0）

　　　水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。
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 (4) 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

12

177,142

環境保全業務手当

税務事務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度）

17,671

支給実績
（平成２５年度決算）

42.1

181,126

救急，人命救助，消防，国
際緊急援助活動等

深夜における勤務

道路上業務手当

夜間等業務手当

消防業務手当

非常災害時等の困難な緊

高さ10ｍ以上の足場の不安
定な箇所での業務等

ごみ収集，下水道の維持管
理等に関する業務

土地取得等のための権利
者との交渉業務

動物園業務手当

用地交渉業務手当

道路維持課に勤務する職員

手当の名称

出張して行う事務

保育業務，専門的な指導又
は助言等の業務

438

高所等における業務を行う職員

福祉業務手当

動物園に勤務する獣医師

高所等業務手当

徴収事務手当
国民健康保険料，介護保険料等
の徴収事務に従事する職員

税務事務

主な支給対象業務

税務事務所に勤務する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

手当の種類（手当数）

13,824消防職員

環境事業所，浄化センター，消
防局等に勤務する職員

動物取扱業務

交通遮断せずに行う道路の
維持修繕業務

千円

1勤務1,100～2,300円

用地交渉業務に従事する職員

千円

千円

64,221

保育士，社会福祉主事等

環境事業所，浄化センター等に
勤務する職員

左記職員に対する
支給単価

主な支給対象職員

33,359

月額15,000円

月額8,000円又は
日額720円

月額8,600円～12,800円

千円

支給実績（平成２５年度決算）

1,920 千円

日額870円

日額440～960円

千円

34,238

1,381 千円

1,382 千円

0 千円

日額660～760円

日額870円

日額250～350円

1勤務250～4,000円

千円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

学校に勤務する職員

191

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ）

教育特殊業務手当
非常災害時等 困難な緊
急業務，生徒を引率して行
う困難な指導業務等

動物取扱業務等

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（平成２５年度決算）」と同じ年度の

動物園業務手当
（技能職員）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 183

362,793

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ）

372,185

6,194

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

動物園に勤務する職員

日額200～6,400円千円

2,514 千円 日額870円
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 (6) その他の手当（平成２６年４月１日現在）

祝日，年末年始の休日に勤務した職員
に支給

136,171千円異

管理監督の地位にある職員（部長，副
部長，課長，課長補佐等）に対して支給

手当額は職務の級及び役職に応じて
定額を支給　31,200円～104,600円

通勤手当

交通機関利用者
　定期券（6箇月を超えない範囲内で も
　長い期間のもの）の価格
　（１箇月の支給限度額　55,000円）
自動車等利用者
　片道の使用距離の区分（2ｋｍ以上）に
　応じ23,900円まで

内容及び支給単価

(国の制度）
手当額の相違
49,600円～
117,500円

扶養手当

配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族　6,500円
（ただし，配偶者のない場合の1人目
11,000円）
16歳～22歳の子1人についての加算
 5,000円

住居手当

602,526円

平均支給年額

226,952円

80,409円169,583千円

借家・借間居住者
高支給限度額　27,000円

国の制度
との異同

同

支給職員１人当たり

異

247,152千円

支給実績
（平成２５年度決算）

295,887円

手　当　名

（平成２５年度決算）

161,333千円 82,481円

（国の制度）
交通用具使用者
　片道の使用距離
　の区分に応じ
　24,500円まで

休日勤務手当

同

国の制度と
異なる内容

136,108千円

同

管理職手当

異 16,403円

68,596円

(国の制度）
支給額　6,000円

～12,000円

深夜に勤務した職員に支給 33,641千円

4,116千円

3,707千円

134,027円同

高等学校教員特別手当 高等学校に勤務する教育職員に支給

夜間勤務手当

管理職員特別勤務手当

管理職が，臨時又は緊急の必要等により
週休日又は休日に勤務した場合に支給
支給額
1勤務につき4,000円～10,000円
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５　特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円／ 円

円 ）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

714,000 739,000 445,000

275,4001,075,000

（参考）類似団体における 高／ 低額

647,000 385,000

1,006,200

（　1,118,000

給 料 月 額 等

退職時

896,000

　　（平成２５年度支給割合）

844,000

548,100

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

市 長

606,000

17,633,280

副 市 長

報

酬 360,000

議 長

　　　　　　　　　　区　　分

退
職
手
当

給料月額×５×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

第 一 副 市 長

議 員

副 議 長

給

料

区 分

第 一 副 市 長

第 二 副 市 長

職 員 数

910,000

第 二 副 市 長

議 長

市 長

　　（平成２５年度支給割合）

16,609,920

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

26,474,240

2.9

市 長

663,000

606,000

期
末
手
当 2.9

議 員

副 議 長

対前年

人口１万人当たり職員数 　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数 　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数 　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

▲ 1

152

0

1 欠員補充

＜参考＞

医師の体制見直しなど

（類似団体の人口１万人当たり職員数

業務体制の見直しなど

51.68

＜参考＞

▲ 2

業務体制の見直しなど

1,342 1,332

業務体制の見直しなど

飯谷保育所休所に係る保育所職員体制の見直しなど

44.32

▲ 21

中央浄化センターのしさ・塵芥収集運搬業務の民間委託など

785

▲ 4

0

[          0］

2,850

[ 3,421 ］ [ 3,421 ］

2,871

405

79

69

▲ 574

150

247

488

0247

▲ 12

149

2,065

業務体制の見直しなど

60.81

80.13

▲ 2486

▲ 10

2,077

87

（類似団体の人口１万人当たり職員数

154

296

民生

▲ 2

419

▲ 1284

病院
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

計

87

合　　計

水道

交通

下水道

労働

商工

総務

土木

その他

99

285

小　計

小　計

教育部門

0

消防部門

425

47

▲ 6

業務体制の見直しなど

主 な 増 減 理 由
　部　　門

職 員 数

一
般
行
政
部
門

税務

15

普
通
会
計
部
門

議会

農林水産

衛生

19 業務体制の見直しなど

15

47

20

298

1

99

0

0

110.59

794

＜参考＞

▲ 9

0

平成２５年度

406

73

0

平成２６年度

対前年
増減数
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 (2) 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

（単位 ： 人 ・ ％）

51歳

～～ 計～

以上59歳55歳

60歳52歳40歳28歳 48歳24歳 32歳 44歳36歳20歳20歳

23歳

区　分

47歳

～～ ～

56歳

27歳 35歳未満

251人 297人

43歳

～ ～

39歳

262人 17人 2,850人403人 270人職員数 70人5人 366人298人 409人202人

～

31歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

の増減数（率）

2,908

514

247

過去５年間

(0.4%)

(▲ 3.9%)1,332

(▲ 6.2%)

(▲ 4.0%)2,0652,077

488 ▲ 32

247

1,342

1

1,342

部門別

教育

年　度
２１年

518

1,386 1,358

810

2,119

503

２６年

▲ 54

２５年２４年

1,356一般行政

２２年 ２３年

消防

2,0892,104

246

2,150

245

普通会計計

247 247

総合計 2,929

(▲ 3.0%)793804 785

2,882

794809公営企業等会計計

2,959

▲ 85

▲ 24

500 486

2,850 ▲ 109 (▲ 3.7%)2,871

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

 (1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２６年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

　  平成１７年１０月１日から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

一人当たり （参考）市町村平均

一人当たり給与費

342,822

326,756 487,117徳 島 市 39.6

163人

1,101,900千円

　　計　　Ｂ

212,703千円

める職員給与費比率

２５年度

Ｂ／Ａ

25.4%

総費用に占める

平均月収額

607,856千円 900,063千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

5,522千円

２４年度の総費用に占

平均年齢

市 町 村 平 均 509,358

職員給与費比率実質収支

総費用

区　　 分

309,730千円

純損益又は

区　　分

Ａ  

職員手当

職員数

4,429,827千円

職員給与費

期末・勤勉手当

24.9%２５年度

Ｂ　

区　　分

45.0

79,504千円 6,123千円

基本給

給与費 B/A

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　　 千円 千円

36.570

1.35

43.70

徳島市（水道局）

徳島市（水道局）

36.57030.82

1.45

21.62

2.60

52.44

１人当たり平均支給額（平成２５年度）１人当たり平均支給額（平成２５年度）

1,389 1,444

徳島市（公営企業職員除く）

52.44 52.44

2.60

徳島市（公営企業職員除く）

21.62

0.65

23,613

27.0250

52.4443.70

52.44

0.65

30.82

22,629272 5,156

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

1.45

1.35

27.0250

52.44
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ウ　地域手当

（平成２６年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

支給対象職員数

主な支給対象職員

3

支給対象地域

949

滞納整理業務又は随時徴収業務に
従事した職員

－

支給率

手当の名称

支給実績（平成２５年度決算）

－

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

－

1,224

突発的な公道漏水事
故又は浄水施設の故
障等に対応するための
業務

252非常招集手当

勤務時間外において、緊急・突発事
故等に対処するため非常招集を受け
た職員（その体制づくりを命ぜられた
職員を含む。）

浄水場に勤務する職員で正規の勤務
時間内の全部又は一部として午後10
時から翌日の午前5時までの間にお
いて機器操作業務に従事した職員

作業手当

水道施設の修繕・清掃業務、浄水施
設の汚泥処理、高圧電気設備及び機
械設備の取扱・点検業務、有害物質
を使用する作業、水道メーターの開閉
栓、給水装置の現地調査指導検査業
務に従事した職員

集金手当

深夜における業務

支給実績（平成２５年度決算）

支給なし

0

0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

7,101

71,011

出張して徴収業務 千円 日額720円又は380円

61.0

手当の種類（手当数）

千円
1勤務1,600円又は1,300円
日額600円

施設の維持管理・修繕
業務等

4,676 千円 日額250円～870円

主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度決算）
左記職員に対する

支給単価

千円 1勤務1,300円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円73 千円

242,607

632,880

22,805

（平成２５年度決算）

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（平成２５年度決算）」と同じ年度の

353,950

千円

一般行政職と同じ 同 7,300

265,438

97,226

10,618

支給実績

220

平均支給年額
支給職員１人当たり

28,320

勤務1時間あたりの
給与額の100分の25 千円

一般行政職と同じ

勤務1時間あたりの給与額の0．5

千円

千円

一般行政職と同じ 同

同

夜間勤務手当

14,681

4,247

一般行政職と同じ

異

9,493

通勤手当

千円同

管理職員特別勤務手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ）

同管理職手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

扶養手当

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ）

185

（平成２５年度決算）
一般行政職
の制度と異な

る内容
手　当　名

一般行政職と同じ

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との異

同

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

住居手当

33,290

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。
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 (2) 旅客自動車運送事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２６年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

（うちバス事業運転手）

市 町 村 平 均 46.9

271,568千円 65,166千円 5,376千円

平均月収額
（Ｂ）

515,889

平均月収額

435,485千円

320,951

98,751千円

対応する民間
の類似職種

民　　　間

6,171千円

Ａ／Ｂ

期末・勤勉手当

職員数

▲ 4,292千円

給与費 B/A給　 料 職員手当

２５年度 870,118千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費区　　分

２４年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　

実質収支

平均年齢

474,394

職員給与費比率

657,303千円

める職員給与費比率

81人

区　　分

参　考

74.7%

Ｂ／Ａ

総費用に占める

75.5%

一人当たり給与費

（参考）市町村平均

総費用

区　　分 平均年齢 基本給

　　計　　Ｂ

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

（Ａ）

区　　分

公　務　員

48.5 287,203徳 島 市

職員給与費純損益又は

２５年度

歳 人 円 円 歳 円

歳 人 円 円

円 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

　　　　 （平成２３年～平成２５年の３ヶ年平均）

　　　２　民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているわけではありません。

　　　　（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を

　　　　　含んでいます。）

　　　３　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。

　　　４　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均月収額を１２倍した試算値です。

―

49.8 53 288,165 485,689

4646.8 312,344

1.67

公務員
（Ｃ）

民間（徳島県）
（Ｄ）

区　　分

50.1 290,108

Ｃ／Ｅ

3,481,300 4,356,400 1.34

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

民間（全国）
（Ｅ）

Ｃ／Ｄ

514,152

徳　 島 　市

徳　 島 　市

市町村平均

5,828,268

―

1.67営業用バス運転者

――
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交通局職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を考慮して定めることとされております。

　　　また、交通局職員の給与制度は長年にわたる経営健全化策の中で、様々な抑制策を実施しており、今後も他都市の状況等を勘

　　案しながら、適正な給与制度を構築していくことを基本に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　交通局職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、平成１９年１月に次の見直しを行いました。

　　(1)　給料表の改定（昭和６０年代より３級までの昇格運用を実施しています。）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入

　　(3)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ

　３　その他

　　　交通局職員の職員数については、事務事業の見直しや外部委託の推進により、平成３１年度までに平成２６年度の職員数と比べて

　　１５人削減する計画を実施中です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階 職務の級等による加算措置 職制上の段階 職務の級等による加算措置

徳島市（交通局）

1,444

１人当たり平均支給額（平成２５年度）

1.45 0.65 1.45

徳島市（公営企業職員除く）

2.60 1.35 2.60 1.35

１人当たり平均支給額（平成２５年度）

1,204

0.65

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

なし ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　　 千円 千円

ウ　地域手当

（平成２６年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

30.82 36.570 30.82 36.570

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

21.62 27.0250 21.62 27.0250

52.44 52.44 52.44 52.44

43.70 52.44 43.70 52.44

支給実績（平成２５年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） 0

4,785 5,156

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

10,858 23,613

支給なし － － －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
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エ　特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２６年４月１日現在）

円

円

円

円

支給実績（平成２５年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

運転手

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 43,076

中休手当

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員

支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 532

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ） 34,111

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ） 432

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

（平成２５年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 （平成２５年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

同

253,569

扶養手当 一般行政職と同じ

住居手当 一般行政職と同じ

通勤手当 一般行政職と同じ

管理職手当 一般行政職と同じ

同

同

96,244

270,411

支給職員１人当たり

同

825 千円

16,766 千円

3,296 千円

千円

412,680

7,315

2,853

48,349

72.8

1

主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度決算）
左記職員に対する

支給単価

中休勤務 2,853 千円 1時間につき100円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度）

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（平成２５年度決算）」と同じ年度の

 (3) 病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２６年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

める職員給与費比率

区　　分

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

総費用に占める

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

（参考）市町村平均一人当たり

4,300,756千円

２４年度の総費用に占職員給与費比率

給　 料 職員手当

区　　分

総費用 職員給与費

実質収支

２５年度 9,563,556千円 ▲ 128,085千円

純損益又は

6,718千円

45.0% 44.0%

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

750,136千円 595,901千円 2,915,825千円２５年度 404人 1,569,788千円 7,217千円
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）

ア　医師

歳 円 円

歳 円 円

イ　看護師

歳 円 円

歳 円 円

ウ　事務職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算 　５～２０％

1.45 0.65

市 町 村 平 均

44.4 560,530 1,380,815

徳 島 市 46.3 576,486 1,355,866

市 町 村 平 均

徳 島 市

平均年齢 基本給 平均月収額

徳 島 市

市 町 村 平 均 38.7 283,693 449,098

区　　分

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

区　　分 基本給 平均月収額

41.0 327,316 521,808

42.2 335,242 556,637

平均年齢

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

1,498 1,444

496,446

１人当たり平均支給額（平成２５年度） １人当たり平均支給額（平成２５年度）

324,84343.3

1.35 2.60 1.35

1.45 0.65

2.60

役職加算　　５ ２０％ 役職加算 　５ ２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　　 千円 千円

36.570

43.70 52.44 43.70 52.44

52.44 52.44

30.82 36.570 30.82

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

21.62 27.0250 21.62 27.0250

1,686 26,473 5,156 23,613

52.44

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

52.44
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ウ　地域手当

（平成２６年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

手当の名称

56 －

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ） 553

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 196,556

医療業務手当

夜間等業務手当 医療職給料表の適用を受ける職員 深夜における業務

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ） 191,301

962,467

医師 15

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） 435,842

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度）

主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度決算）
左記職員に対する

支給単価

47,917

手当の種類（手当数）

医師、薬剤師、臨床検査技師等 月額2,400～90,000円

主な支給対象職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 555

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

2

77.0

支給実績（平成２５年度決算） 135,547

千円

千円 １勤務380～18,600円87,630

医療、調剤、臨床
検査業務等

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（平成２５年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

支給実績（２５年度決算） 53,899

カ　その他の手当（平成２６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

管理職員特別勤務手当 一般行政職と同じ

宿日直手当

＜管理職手当を受ける医師＞
18時間以上　47,000円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 26,100円
5時間未満　  15,650円
＜上記以外の医師＞
18時間以上　41,800円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 20,900円
5時間未満　  10,450円
＜薬剤師・放射線技師・臨床検
査技師＞
18時間以上　8,850円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 5,900円
5時間未満　  2,950円

国の制度と同じ初任給調整手当 医師に対して支給

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度と異
なる内容

扶養手当 一般行政職と同じ

一般行政職
の制度との

異同
（平成２５年度決算）

312,487

支給実績 支給職員１人当たり

同

通勤手当 一般行政職と同じ 同 25,320 千円 82,474

住居手当 一般行政職と同じ

同 30,158 千円

24,374 千円同

942,429

夜間勤務手当 一般行政職と同じ 同 30,191 千円 164,975

管理職手当 一般行政職と同じ

3,090,667

同 301 千円 75,250

169,987 千円

32,830 千円 475,795

35,923 千円 210,075

平均支給年額
（平成２５年度決算）

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

17


